	理事長
	常務理事
	理事
	本部会計

	
	
	
	


平成29年度　計算書類に対する注記（法人全体）

１．継続事業の前提に関する注記　　「該当なし」

２．重要な会計方針
（１）有価証券の評価基準及び評価方法　
　　　　「該当なし」
（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法
　　・製品　　　　「売価還元原価法による原価法によっている。」
　　・原材料　　　「最終仕入原価法による原価法によっている。」
（３）固定資産の減価償却の方法
　　・有形固定資産　　　「定額法によっている」
　　・リース資産　　　　「該当なし」
（４）引当金の計上基準
　　・賞与引当金　　　　「支給見込額のうち当期に帰属する額（6分の4）を計上している」
（５）消費税等の会計処理　「消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっている」

３．重要な会計方針の変更　　「該当なし」

４．法人で採用する退職給付制度
「退職給付制度は、独立行政法人福祉医療機構の社会福祉施設職員等退職手当共済制度によっている。」

５．拠点が作成する計算書類と拠点区分、サービス区分
　　当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりとなっている。
（１）法人全体計算書類（第１号の１様式、第2号の1様式、第3号の1様式）
（２）事業区分別内訳表　　「該当なし」
（３）社会福祉事業における拠点区分別内訳表(第1号の3様式､第2号の3様式、第3号の3様式)
（４）収益事業における拠点区分別内訳表　　「該当なし」
（５）各拠点区分におけるサービス区分の内容（社会福祉事業）
本部　拠点
相談支援チャイム　拠点
ラポール安倍川　拠点
　　ラポール安倍川　生活介護
　　ラポール安倍川　就労継続支援Ｂ型
ラポール古庄　拠点
　　ラポール古庄　就労継続支援Ｂ型
ラポールたけみ　拠点
　　ラポールたけみ　生活介護
　　ラポールたけみ　就労継続支援Ｂ型
ラポールあおい　拠点
　　ラポールあおい　就労継続支援Ｂ型
ラポール川原　拠点
　　ラポール川原　就労継続支援Ｂ型
　　ラポール川原・みなみ　就労継続支援Ｂ型
ラポール・ファーム　拠点
　　ラポール・ファーム　就労継続支援Ｂ型
ラポール・チャクラ　拠点
　　ラポール・チャクラ　就労継続支援Ｂ型
ラポール・タスカ　拠点
　　ラポール・タスカ　ぽけっと　就労継続支援Ｂ型
　　ラポール・タスカ　ベンチタイム　就労継続支援Ｂ型
　　ラポール・タスカ　麦の会　就労継続支援Ｂ型



６．基本財産の増減の内容及び金額
（単位：円）
	基本財産の種類
	前期末残高
	当期増加額
	当期減少額
	当期末残高

	土地
	57,299,000
	0
	0
	57,299,000

	建物
	237,277,708
	0
	11,058,518
	226,219,190

	定期預金基本財産　静岡信用/長谷
	3,000,000
	0
	0
	3,000,000

	合計
	297,576,708
	0
	11,058,518
	286,518,190


※　当期減少額は減価償却費

７．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し
　　「該当なし」　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

８．担保している資産
担保に供されている資産は以下のとおりである。
土地（基本財産）　　　　　　　　57,299,000円
建物（基本財産）　　　　　　　 149,933,111円
土地（その他の固定資産）　　　 100,500,000円
基盤整備積立預金（静岡銀行）　  10,000,000円
　　　　計　　　　　　　　　　 317,732,111円

担保している債務の種類及び金額は以下のとおりである。
　　設備資金借入金　　　　　　　　 146,930,000円
　　１年以内返済予定設備資金借入金  12,729,000円
　　　　　　計　　　　　　　　　　 159,659,000円

９．固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高
　　固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。
（単位：円）
	
	取得価格
	減価償却累計額
	当期末残高

	建物（基本財産）
	286,446,544
	60,227,355
	226,219,189

	土地（基本財産）
	57,299,000
	0
	57,299,000

	土地（その他の固定資産）
	100,500,000
	0
	100,500,000

	建物（その他の固定資産）
	21,739,826
	2,811,648
	18,928,178

	構築物
	7,255,760
	900,180
	6,355,580

	器具及び備品
	31,398,807
	21,137,404
	10,261,403

	車輛運搬具
	15,667,284
	11,382,008
	4,285,276

	権利
	96,240
	0
	96,240

	合計
	520,403,461
	96,458,595
	423,944,866



１０．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高　　「該当なし」

１１・満期保有目的の債権の内訳並びに帳簿価格、時価及び評価損益　「該当なし」

１２．関連当事者との取引の内容　　「該当なし」

１３．重要な偶発債務　　　　「該当なし」

１４．重要な後発事象　　　　「ラポール川原から、ラポールみなみの分離独立」

１５．その他の社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにするために必要な事項　　　「該当なし」
法人全体

	理事長
	常務理事
	理事
	本部会計

	
	
	
	


平成29年度　計算書類に対する注記（本部）

１．重要な会計方針
（１）有価証券の評価基準及び評価方法　
　　　　「該当なし」
（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法
　　・製品　　　　「売価還元原価法による原価法によっている。」
　　・原材料　　　「最終仕入原価法による原価法によっている。」
（３）固定資産の減価償却の方法
　　・有形固定資産　　　「定額法によっている」
　　・リース資産　　　　「該当なし」
（４）引当金の計上基準
　　・賞与引当金　　　　「支給見込額のうち当期に帰属する額（6分の4）を計上している」
（５）消費税等の会計処理　「消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっている」

２．重要な会計方針の変更　　「該当なし」

３．法人で採用する退職給付制度
　　「退職給付制度は、独立行政法人福祉医療機構の社会福祉施設職員等退職手当共済制度によっている。」
４．拠点が作成する計算書類とサービス区分
　　当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりとなっている。
・本部　拠点計算書類（第１号の４様式、第2号の４様式、第3号の４様式）

５．基本財産の増減の内容及び金額
　　基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。　　　　　　　　　　　　　
（単位：円）
	基本財産の種類
	前期末残高
	当期増加額
	当期減少額
	当期末残高

	定期預金基本財産　静岡信用金庫／長谷
	3,000,000
	0
	0
	3,000,000

	合計
	3,000,000
	   0
	   0
	3,000,000



６．会計基準第3章第4（4）及び（6）の規定による基本金又は国庫補助金等特別積立金の取崩し
　　「該当なし」
７．担保している資産　　
担保に供されている資産は以下のとおりである。
基盤整備積立預金（静岡銀行）　 10,000,000円
　　※ラポール安倍川設備資金借入金のため

８．固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高
　　固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。
（単位：円）
	
	取得価格
	減価償却累計額
	当期末残高

	土地（その他の固定資産）
	0
	
	0

	建物（その他の固定資産）
	478,500
	82,541
	395,959

	権利（たけみ登録）
	76,440
	0
	76,440

	権利（本部電話）
	19,800
	0
	19,800

	合計
	574,740
	82,541
	492,199









９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高　　「該当なし」
１０・満期保有目的の債権の内訳並びに帳簿価格、時価及び評価損益　「該当なし」
１１．重要な後発事象　　　　「該当なし」
１２．その他の社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにするために必要な事項　　　「該当なし」
本部


	理事長
	常務理事
	理事
	本部会計

	
	
	
	


平成29年度　計算書類に対する注記（相談支援チャイム）

１．重要な会計方針
（１）有価証券の評価基準及び評価方法　
　　　　「該当なし」

（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法
　　　　「該当なし」

（３）固定資産の減価償却の方法
　　・有形固定資産　　　「定額法によっている」
　　・リース資産　　　　「該当なし」

（４）引当金の計上基準
　　・賞与引当金　　　　「支給見込額のうち当期に帰属する額（6分の4）を計上している」

（５）消費税等の会計処理　「消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっている」

２．重要な会計方針の変更　　「該当なし」

３．法人で採用する退職給付制度
　　「退職給付制度は、独立行政法人福祉医療機構の社会福祉施設職員等退職手当共済制度によっている。」
４．拠点が作成する計算書類とサービス区分
　　当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりとなっている。
・相談支援チャイム　拠点計算書類（第１号の４様式、第2号の４様式、第3号の４様式）

５．基本財産の増減の内容及び金額　　「該当なし」

６．会計基準第3章第4（4）及び（6）の規定による基本金又は国庫補助金等特別積立金の取崩し
　　「該当なし」

７．担保している資産　　「該当なし」

８．固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高
　　固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。
（単位：円）
	
	取得価格
	減価償却累計額
	当期末残高

	器具及び備品
	115,500
	115,499
	1

	車輛運搬具
	558,930
	558,929
	1

	
	
	
	

	合計
	674,430
	674,428
	   2



９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高　　「該当なし」
１０・満期保有目的の債権の内訳並びに帳簿価格、時価及び評価損益　「該当なし」
１１．重要な後発事象　　　　「該当なし」
１２．その他の社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにするために必要な事項　　　「該当なし」
チャイム



	理事長
	常務理事
	理事
	本部会計

	
	
	
	


平成29年度　計算書類に対する注記（ラポール安倍川）

１．重要な会計方針
（１）有価証券の評価基準及び評価方法　
　　　　「該当なし」
（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法
　　・製品　　　　「売価還元原価法による原価法によっている。」
　　・原材料　　　「最終仕入原価法による原価法によっている。」
（３）固定資産の減価償却の方法
　　・有形固定資産　　　「定額法によっている」
　　・リース資産　　　　「該当なし」
（４）引当金の計上基準
　　・賞与引当金　　　　「支給見込額のうち当期に帰属する額（6分の4）を計上している」
（５）消費税等の会計処理　「消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっている」
２．重要な会計方針の変更　　「該当なし」
３．法人で採用する退職給付制度
　　「退職給付制度は、独立行政法人福祉医療機構の社会福祉施設職員等退職手当共済制度によっている。」
４．拠点が作成する計算書類とサービス区分
　　当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりとなっている。
（１）ラポール安倍川　拠点計算書類（第１号の４様式、第2号の４様式、第3号の４様式）
（２）拠点区分事業活動明細書（別紙3　⑪）
・ラポール安倍川　生活介護
・ラポール安倍川　就労継続支援Ｂ型
（３）拠点区分資金収支明細書（別紙3　⑩）は省略している。

５．基本財産の増減の内容及び金額
　　基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。　　　　　　　　　　　　　
（単位：円）
	基本財産の種類
	前期末残高
	当期増加額
	当期減少額
	当期末残高

	建物
	138,545,716
	0
	5,429,935
	133,115,781



６．会計基準第3章第4（4）及び（6）の規定による基本金又は国庫補助金等特別積立金の取崩し
　　「該当なし」
７．担保している資産　　
担保に供されている資産は以下のとおりである。
建物（基本財産）　　　　　　　 135,433,111円
土地（その他の固定資産）　　　 100,500,000円

担保している債務の種類及び金額は以下のとおりである。
　　設備資金借入金（福祉医療機構）　62,370,000円
　　１年以内返済予定設備資金借入金 　3,564,000円
　　設備資金借入金（静岡信用金庫）　78,368,000円
　　１年以内返済予定設備資金借入金 　4,992,000円
　　設備資金借入金（静岡銀行）　　　 6,192,000円
　　１年以内返済予定設備資金借入金 　1,428,000円
　　　　　　計　　　　　　　　　　 156,914,000円









８．固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高
　　固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。
（単位：円）
	
	取得価格
	減価償却累計額
	当期末残高

	建物（基本財産）
	142,942,360
	9,826,579
	133,115,781

	土地（その他の固定資産）
	100,500,000
	0
	100,500,000

	建物（その他）
	2,772,000
	378,477
	2,393,523

	構築物
	6,721,460
	722,900
	5,998,560

	器具及び備品
	4,931,046
	3,538,325
	1,392,721

	車輛運搬具
	4,117,020
	849,972
	3,267,048

	
	
	
	

	合計
	261,983,886
	15,316,253
	246,667,633



９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高　　「該当なし」
１０・満期保有目的の債権の内訳並びに帳簿価格、時価及び評価損益　「該当なし」
１１．重要な後発事象　　　　「該当なし」
１２．その他の社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにするために必要な事項　　　「該当なし」
安倍川


	理事長
	常務理事
	理事
	本部会計

	
	
	
	


平成29年度　計算書類に対する注記（ラポール古庄）

１．重要な会計方針
（１）有価証券の評価基準及び評価方法　
　　　　「該当なし」
（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法
　　・製品　　　　「売価還元原価法による原価法によっている。」
　　・原材料　　　「最終仕入原価法による原価法によっている。」
（３）固定資産の減価償却の方法
　　・有形固定資産　　　「定額法によっている」
　　・リース資産　　　　「該当なし」
（４）引当金の計上基準
　　・賞与引当金　　　　「支給見込額のうち当期に帰属する額（6分の4）を計上している」
（５）消費税等の会計処理　「消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっている」
２．重要な会計方針の変更　　「該当なし」
３．法人で採用する退職給付制度
　「退職給付制度は、独立行政法人福祉医療機構の社会福祉施設職員等退職手当共済制度によっている。」
４．拠点が作成する計算書類とサービス区分
　　当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりとなっている。
・ラポール古庄　拠点計算書類（第１号の４様式、第2号の４様式、第3号の４様式）
５．基本財産の増減の内容及び金額
　　基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。　　　　　　　　　　　　　　
（単位：円）
	基本財産の種類
	前期末残高
	当期増加額
	当期減少額
	当期末残高

	建物
	22,006,701
	0
	867,163
	21,139,538



６．会計基準第3章第4（4）及び（6）の規定による基本金又は国庫補助金等特別積立金の取崩し
　　「該当なし」
７．担保している資産　　「該当なし」
８．固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高
　　固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。
（単位：円）
	
	取得価格
	減価償却累計額
	当期末残高

	建物（基本財産）
	30,149,585
	9,010,047
	21,139,538

	建物（その他）
	0
	0
	0

	構築物
	252,000
	96,138
	155,862

	器具及び備品
	4,170,092
	3,038,319
	1,131,773

	車輛運搬具
	1,411,200
	1,411,199
	1

	合計
	35,982,877
	13,555,703
	22,427,174



９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高　　「該当なし」
１０・満期保有目的の債権の内訳並びに帳簿価格、時価及び評価損益　「該当なし」
１１．重要な後発事象　　　　「該当なし」
１２．その他の社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにするために必要な事項　　　「該当なし」
古庄


	理事長
	常務理事
	理事
	本部会計

	
	
	
	


平成29年度　計算書類に対する注記（ラポールたけみ）

１．重要な会計方針
（１）有価証券の評価基準及び評価方法　
　　　　「該当なし」
（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法
　　・製品　　　　「売価還元原価法による原価法によっている。」
　　・原材料　　　「最終仕入原価法による原価法によっている。」
（３）固定資産の減価償却の方法
　　・有形固定資産　　　「定額法によっている」
　　・リース資産　　　　「該当なし」
（４）引当金の計上基準
　　・賞与引当金　　　　「支給見込額のうち当期に帰属する額（6分の4）を計上している」
（５）消費税等の会計処理　「消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっている」
２．重要な会計方針の変更　　「該当なし」
３．法人で採用する退職給付制度
　　「退職給付制度は、独立行政法人福祉医療機構の社会福祉施設職員等退職手当共済制度によっている。」
４．拠点が作成する計算書類とサービス区分
　　当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりとなっている。
（１）ラポールたけみ　拠点計算書類（第１号の４様式、第2号の４様式、第3号の４様式）
（２）拠点区分事業活動明細書（別紙3　⑪）
・ラポールたけみ　生活介護
・ラポールたけみ　就労継続支援Ｂ型
（３）拠点区分資金収支明細書（別紙3　⑩）は省略している。

５．基本財産の増減の内容及び金額
　　基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。　　　　　　　　　　　　
（単位：円）
	基本財産の種類
	前期末残高
	当期増加額
	当期減少額
	当期末残高

	建物
	5,297,086
	0
	303,601
	4,993,485



６．会計基準第3章第4（4）及び（6）の規定による基本金又は国庫補助金等特別積立金の取崩し
　　「該当なし」
７．担保している資産　　「該当なし」
８．固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高
　　固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。
（単位：円）
	
	取得価格
	減価償却累計額
	当期末残高

	建物（基本財産）
	9,370,399
	4,376,914
	4,993,485

	構築物
	136,500
	53,463
	83,037

	器具及び備品
	2,930,245
	2,457,680
	472,565

	車輛運搬具
	970,791
	970,790
	1

	
	
	
	

	合計
	13,407,935
	7,858,847
	5,549,088



９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高　　「該当なし」
１０・満期保有目的の債権の内訳並びに帳簿価格、時価及び評価損益　「該当なし」
１１．重要な後発事象　　　　「該当なし」
１２．その他の社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにするために必要な事項　　　「該当なし」
たけみ

	理事長
	常務理事
	理事
	本部会計

	
	
	
	


平成29年度　計算書類に対する注記（ラポールあおい）

１．重要な会計方針
（１）有価証券の評価基準及び評価方法　
　　　　「該当なし」
（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法
[bookmark: _GoBack]　　　　「該当なし」
　　
（３）固定資産の減価償却の方法
　　・有形固定資産　　　「定額法によっている」
　　・リース資産　　　　「該当なし」
（４）引当金の計上基準
　　・賞与引当金　　　　「支給見込額のうち当期に帰属する額（6分の4）を計上している」
（５）消費税等の会計処理　「消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっている」
２．重要な会計方針の変更　　「該当なし」
３．法人で採用する退職給付制度
　「退職給付制度は、独立行政法人福祉医療機構の社会福祉施設職員等退職手当共済制度によっている。」
４．拠点が作成する計算書類とサービス区分
　　当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりとなっている。
・ラポールあおい　拠点計算書類（第１号の４様式、第2号の４様式、第3号の４様式）
５．基本財産の増減の内容及び金額
　　「該当なし」
６．会計基準第3章第4（4）及び（6）の規定による基本金又は国庫補助金等特別積立金の取崩し
　　「該当なし」
７．担保している資産　　「該当なし」
８．固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高
　　固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。
（単位：円）
	
	取得価格
	減価償却累計額
	当期末残高

	器具及び備品
	1,896,089
	1,814,216
	81,873

	
	
	
	

	合計
	1,896,089
	1,814,216
	81,873



９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高　　「該当なし」
１０・満期保有目的の債権の内訳並びに帳簿価格、時価及び評価損益　「該当なし」
１１．重要な後発事象　　　　「該当なし」
１２．その他の社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにするために必要な事項　　　「該当なし」
あおい


	理事長
	常務理事
	理事
	本部会計

	
	
	
	


平成29年度　計算書類に対する注記（ラポール川原）

１．重要な会計方針
（１）有価証券の評価基準及び評価方法　
　　　　「該当なし」
（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法
　　・製品　　　　「売価還元原価法による原価法によっている。」
　　・原材料　　　「最終仕入原価法による原価法によっている。」
（３）固定資産の減価償却の方法
　　・有形固定資産　　　「定額法によっている」
　　・リース資産　　　　「該当なし」
（４）引当金の計上基準
　　・賞与引当金　　　　「支給見込額のうち当期に帰属する額（6分の4）を計上している」
（５）消費税等の会計処理　「消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっている」
２．重要な会計方針の変更　　「該当なし」
３．法人で採用する退職給付制度
　「退職給付制度は、独立行政法人福祉医療機構の社会福祉施設職員等退職手当共済制度によっている。」
４．拠点が作成する計算書類とサービス区分
　　当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりとなっている。
（１）ラポール川原　拠点計算書類（第１号の４様式、第2号の４様式、第3号の４様式）
（２）拠点区分事業活動明細書（別紙3　⑪）
・ラポール川原　就労継続支援Ｂ型
・ラポール川原・みなみ　就労継続支援Ｂ型
（３）拠点区分資金収支明細書（別紙3　⑩）は省略している。

５．基本財産の増減の内容及び金額
　　「該当なし」　　　　　　　　　　　

６．会計基準第3章第4（4）及び（6）の規定による基本金又は国庫補助金等特別積立金の取崩し
　　「該当なし」
７．担保している資産　　「該当なし」
８．固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高
　　固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。
（単位：円）
	
	取得価格
	減価償却累計額
	当期末残高

	建物（基本財産）川原
	0
	0
	0

	建物（その他）川原
	7,474,453
	698,861
	6,775,592

	建物（その他）みなみ
	6,047,020
	982,643
	5,064,377

	構築物　川原
	145,800
	27,679
	118,121

	器具及び備品　川原
	4,070,577
	1,767,963
	2,302,614

	器具及び備品　みなみ
	2,033,830
	1,789,394
	244,436

	車輛運搬具　川原
	1,658,380
	1,658,378
	2

	車輛運搬具　みなみ
	1,221,268
	1,221,267
	1

	合計
	22,651,328
	8,146,185
	14,505,143



９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高　　「該当なし」
１０・満期保有目的の債権の内訳並びに帳簿価格、時価及び評価損益　　「該当なし」
１１．重要な後発事象　　　「ラポール川原から、ラポールみなみの分離独立」
１２．その他の社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにするために必要な事項　　　「該当なし」　　　　　　　　　　　　　　　　　　川原

	理事長
	常務理事
	理事
	本部会計

	
	
	
	


平成29年度　計算書類に対する注記（ラポール・ファーム）

１．重要な会計方針
（１）有価証券の評価基準及び評価方法　
　　　　「該当なし」
（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法
　　・製品　　　　「売価還元原価法による原価法によっている。」
　　・原材料　　　「最終仕入原価法による原価法によっている。」
（３）固定資産の減価償却の方法
　　・有形固定資産　　　「定額法によっている」
　　・リース資産　　　　「該当なし」
（４）引当金の計上基準
　　・賞与引当金　　　　「支給見込額のうち当期に帰属する額（6分の4）を計上している」
（５）消費税等の会計処理　「消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっている」
２．重要な会計方針の変更　　「該当なし」
３．法人で採用する退職給付制度
　　「退職給付制度は、独立行政法人福祉医療機構の社会福祉施設職員等退職手当共済制度によっている。」
４．拠点が作成する計算書類とサービス区分
　　当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりとなっている。
・ラポール・ファーム　拠点計算書類（第１号の４様式、第2号の４様式、第3号の４様式）
５．基本財産の増減の内容及び金額
　　基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。（単位：円）
	基本財産の種類
	前期末残高
	当期増加額
	当期減少額
	当期末残高

	建物
	31,195,940
	0
	1,313,733
	29,882,207



６．会計基準第3章第4（4）及び（6）の規定による基本金又は国庫補助金等特別積立金の取崩し
　　「該当なし」
７．担保している資産　　「該当なし」
８．固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高
　　固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。
（単位：円）
	
	取得価格
	減価償却累計額
	当期末残高

	建物（基本財産）
	41,705,804
	11,823,597
	29,882,207

	建物（その他）
	4,967,853
	669,126
	4,298,727

	器具及び備品
	2,898,303
	2,474,876
	423,427

	車輛運搬具
	1,140,910
	988,789
	152,121

	
	
	
	

	合計
	50,712,870
	15,956,388
	34,756,482


※建物（その他）は1階及び2階の改修工事により増
９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高　　「該当なし」
１０・満期保有目的の債権の内訳並びに帳簿価格、時価及び評価損益　「該当なし」
１１．重要な後発事象　　　　「該当なし」
１２．その他の社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにするために必要な事項　　　「該当なし」
ファーム


	理事長
	常務理事
	理事
	本部会計

	
	
	
	


平成29年度　計算書類に対する注記（ラポール・チャクラ）

１．重要な会計方針
（１）有価証券の評価基準及び評価方法　
　　　　「該当なし」
（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法
　　・製品　　　　「売価還元原価法による原価法によっている。」
　　・原材料　　　「最終仕入原価法による原価法によっている。」
（３）固定資産の減価償却の方法
　　・有形固定資産　　　「定額法によっている」
　　・リース資産　　　　「該当なし」
（４）引当金の計上基準
　　・賞与引当金　　　　「支給見込額のうち当期に帰属する額（6分の4）を計上している」
（５）消費税等の会計処理　「消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっている」
２．重要な会計方針の変更　　「該当なし」
３．法人で採用する退職給付制度
　　「退職給付制度は、独立行政法人福祉医療機構の社会福祉施設職員等退職手当共済制度によっている。」
４．拠点が作成する計算書類とサービス区分
　　当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりとなっている。
・ラポール・チャクラ　拠点計算書類（第１号の４様式、第2号の４様式、第3号の４様式）
５．基本財産の増減の内容及び金額
　　基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。
（単位：円）
	基本財産の種類
	前期末残高
	当期増加額
	当期減少額
	当期末残高

	建物
	24,534,294
	0
	1,073,044
	23,461,250



６．会計基準第3章第4（4）及び（6）の規定による基本金又は国庫補助金等特別積立金の取崩し
　　「該当なし」
７．担保している資産　　「該当なし」
８．固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高
　　固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。
（単位：円）
	
	取得価格
	減価償却累計額
	当期末残高

	建物（基本財産）
	33,118,646
	9,657,396
	23,461,250

	器具及び備品
	580,200
	271,928
	308,272

	車輛運搬具
	1,326,083
	459,987
	866,096

	
	
	
	

	合計
	35,024,929
	10,389,311
	24,635,618



９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高　　「該当なし」
１０・満期保有目的の債権の内訳並びに帳簿価格、時価及び評価損益　「該当なし」
１１．重要な後発事象　　　　「該当なし」
１２．その他の社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにするために必要な事項　　　「該当なし」
チャクラ


	理事長
	常務理事
	理事
	本部会計

	
	
	
	


平成29年度　計算書類に対する注記（ラポール・タスカ）

１．重要な会計方針
（１）有価証券の評価基準及び評価方法　
　　　　「該当なし」
（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法
　　・製品　　　　「売価還元原価法による原価法によっている。」
　　・原材料　　　「最終仕入原価法による原価法によっている。」
（３）固定資産の減価償却の方法
　　・有形固定資産　　　「定額法によっている」
　　・リース資産　　　　「該当なし」
（４）引当金の計上基準
　　・賞与引当金　　　　「支給見込額のうち当期に帰属する額（6分の4）を計上している」
（５）消費税等の会計処理　「消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっている」

２．重要な会計方針の変更　　「該当なし」

３．法人で採用する退職給付制度
　「退職給付制度は、独立行政法人福祉医療機構の社会福祉施設職員等退職手当共済制度によっている。」

４．拠点が作成する計算書類とサービス区分
　　当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりとなっている。
（１）ラポール・タスカ拠点計算書類（第１号の４様式、第2号の４様式、第3号の４様式）
（２）拠点区分事業活動明細書（別紙3　⑪）
・ラポール・タスカ　ぽけっと　就労継続支援Ｂ型
・ラポール・タスカ　ベンチタイム　就労継続支援Ｂ型
・ラポール・タスカ　麦の会　就労継続支援Ｂ型
（３）拠点区分資金収支明細書（別紙3　⑩）は省略している。

５．基本財産の増減の内容及び金額
　　基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。　　　　　　　　　　　　　
（単位：円）
	基本財産の種類
	前期末残高
	当期増加額
	当期減少額
	当期末残高

	建物
	15,697,971
	0
	2,071,043
	13,626,928

	土地
	57,299,000
	0
	0
	57,299,000

	合計
	72,996,971
	0
	2,071,043
	70,925,928



６．会計基準第3章第4（4）及び（6）の規定による基本金又は国庫補助金等特別積立金の取崩し
　　「該当なし」

７．担保している資産
担保に供されている資産は以下のとおりである。
土地（基本財産）　　　　　　　　57,299,000円
建物（基本財産）　　　　　　　　14,500,000円
　　　　計　　　　　　　　　　　71,799,000円

担保している債務の種類及び金額は以下のとおりである。
　　設備資金借入金　　　　　　　　　         0円
　　１年以内返済予定設備資金借入金 　2,745,000円
　　　　　　計　　　　　　　　　　　 2,745,000円







８．固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高
　　固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。
（単位：円）
	
	取得価格
	減価償却累計額
	当期末残高

	建物（基本財産）
	29,159,750
	15,532,822
	13,626,928

	土地
	57,299,000
	0
	57,299,000

	器具及び備品 ぽけっと
	1,855,449
	939,851
	915,598

	器具及び備品 ﾍﾞﾝﾁﾀｲﾑ
	2,979,383
	1,859,238
	1,120,145

	器具及び備品 麦の会
	2,938,093
	1,070,115
	1,867,978

	車輛運搬具　ぽけっと
	1,121,544
	1,121,543
	1

	車輛運搬具　ﾍﾞﾝﾁﾀｲﾑ
	1,256,910
	1,256,908
	2

	車輛運搬具　麦の会
	884,248
	884,246
	2

	合計
	97,494,377
	22,664,723
	74,829,654



９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高　　「該当なし」
１０・満期保有目的の債権の内訳並びに帳簿価格、時価及び評価損益　「該当なし」
１１．重要な後発事象　　　　「該当なし」
１２．その他の社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにするために必要な事項　　　「該当なし」
タスカ


